
は
じ
め
に

様
々
な
自
治
体
経
営
リ
ス
ク
が
高
ま
り
を
見
せ
る
中
で
、
財
政

制
約
・
人
的
制
約
が
強
ま
り
つ
つ
あ
る
。
単
独
自
治
体
で
施
策
・

事
務
事
業
運
営
を
構
想
す
る
に
は
一
部
限
界
が
見
え
始
め
て
お
り
、

競
争
優
位
性
を
確
保
す
る
た
め
に
自
治
体
の
独
自
性
が
必
要
な
分

野
以
外
で
は
広
範
な
広
域
連
携
に
取
り
組
む
こ
と
で
効
率
化
を
図

る
必
要
が
あ
る
。
分
野
ご
と
に
効
率
化
効
果
を
発
揮
す
る
規
模
が

異
な
る
た
め
、
重
層
的
な
広
域
連
携
が
求
め
ら
れ
る
。
な
お
、
た

と
え
独
自
性
が
必
要
な
分
野
で
も
都
市
圏
単
位
等
で
競
争
優
位
戦

略
を
検
討
す
る
こ
と
は
重
要
性
を
増
し
て
い
る
。

一
方
、
広
域
連
携
を
進
め
る
最
大
の
課
題
が
各
自
治
体
間
の
調

２９

広
域
連
携
手
法
の
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト
と

活
用
イ
メ
ー
ジ

政
策
コ
ン
テ
ン
ツ
交
流
フ
ォ
ー
ラ
ム
幹
事

株
式
会
社
富
士
通
総
研
行
政
経
営
グ
ル
ー
プ

チ
ー
フ
シ
ニ
ア
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

（
兼
）北
海
道
大
学
公
共
政
策
大
学
院
研
究
員

若
生

幸
也
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整
コ
ス
ト
で
あ
る
。
各
自
治
体
の
施
策
・
事
務
事
業
の
す
り
合
わ

せ
を
行
い
一
定
の
標
準
化
を
図
る
こ
と
は
前
提
で
あ
る
。
ま
た
広

域
連
携
手
法
の
選
択
時
に
は
各
手
法
の
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト

や
活
用
イ
メ
ー
ジ
が
具
体
化
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
に
よ
る
調
整
コ

ス
ト
の
増
大
も
散
見
さ
れ
る
。
そ
こ
で
本
稿
で
は
各
広
域
連
携
手

法
の
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト
・
活
用
イ
メ
ー
ジ
を
試
行
的
に
提

示
す
る
。

１

地
方
自
治
法
に
規
定
さ
れ
る
広
域
連
携
制
度
の
概
要

広
域
連
携
手
法
は
、
地
方
自
治
法
に
よ
る
仕
組
み
と
消
防
組
織

法
に
基
づ
く
相
互
応
援
協
定
な
ど
個
別
法
に
基
づ
く
取
組
や
姉
妹

都
市
協
定
の
よ
う
な
独
自
協
定
に
よ
る
取
組
な
ど
地
方
自
治
法
に

よ
ら
な
い
仕
組
み
に
分
け
ら
れ
る
。

地
方
自
治
法
に
基
づ
く
広
域
連
携
手
法
に
は
特
別
地
方
公
共
団

体
を
設
置
し
な
い
方
法
と
し
て

①

連
携
協
約

②

協
議
会

③

機
関
等
の
共
同
設
置

④

事
務
の
委
託

⑤

事
務
の
代
替
執
行

の
５
つ
の
方
式
が
あ
り
、
特
別
地
方
公
共
団
体
を
設
置
す
る
方
法

と
し
て

⑥

一
部
事
務
組
合

⑦

広
域
連
合

の
２
つ
の
方
式
が
あ
る
。

広
域
連
携
そ
れ
ぞ
れ
の
仕
組
み
と
実
際
の
運
用
状
況
は
、
図
表

１
の
と
お
り
で
あ
る
。
近
年
の
広
域
連
携
手
法
と
し
て
は
法
人
の

設
立
を
要
し
な
い
簡
便
な
仕
組
み
の
充
実
が
図
ら
れ
て
い
る
。

２

広
域
連
携
手
法
の
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト
と

活
用
イ
メ
ー
ジ

地
方
自
治
法
上
の
広
域
連
携
制
度
は
先
に
概
観
し
た
と
お
り
で

あ
る
が
、「
は
じ
め
に
」
で
述
べ
た
よ
う
に
各
制
度
上
の
メ
リ
ッ

ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト
や
活
用
イ
メ
ー
ジ
は
、
断
片
的
に
情
報
は
あ
る

も
の
の
、
ま
と
ま
っ
た
形
で
は
整
理
さ
れ
て
い
な
い
。

地
方
自
治
法
上
に
位
置
づ
け
ら
れ
た
広
域
連
携
制
度
が
モ
デ
ル

的
な
位
置
づ
け
で
あ
れ
ば
、
手
法
ご
と
の
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ

ト
や
活
用
イ
メ
ー
ジ
を
具
体
化
し
、
広
域
連
携
を
検
討
す
る
地
方
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自
治
体
に
情
報
を
提
供
す
る
こ
と
は
意
味
が

あ
る
。
実
際
に
筆
者
に
対
し
て
も
、
広
域
連

携
手
法
の
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト
や
各
分

野
に
適
合
性
の
高
い
手
法
選
択
方
法
の
問
合

せ
が
あ
る
。
そ
こ
で
筆
者
が
総
務
省
各
種
資

料
等
を
参
考
に
広
域
連
携
手
法
の
メ
リ
ッ
ト

・
デ
メ
リ
ッ
ト
と
活
用
イ
メ
ー
ジ
を
試
行
的

に
整
理
し
た
（
図
表
２
参
照
）。

（
１
）
特
別
地
方
公
共
団
体
を
設
置
し
な
い

連
携
手
法

①

連
携
協
約

連
携
協
約
は
自
治
体
が
他
の
自
治
体
と
連

携
し
て
事
務
を
処
理
す
る
た
め
の
基
本
的
な

方
針
及
び
役
割
分
担
を
定
め
る
制
度
で
あ
る
。

メ
リ
ッ
ト
は
こ
れ
ら
基
本
的
な
連
携
方
針
や

役
割
分
担
を
弾
力
的
に
定
め
る
こ
と
が
可
能

な
点
に
あ
る
。
デ
メ
リ
ッ
ト
は
、
事
務
の
共

同
処
理
を
行
う
場
合
に
は
各
処
理
制
度
の
規

定
に
基
づ
き
規
約
の
締
結
が
必
要
な
点
に
あ

図表１ 広域連携の仕組みと運用

法
人
の
設
立
を
要
し
な
い
簡
便
な
仕
組
み

別
法
人
の
設
立
を
要
す
る
仕
組
み

協議会

連携協約

機関等の
共同設置

事務の
委託

一部
事務組合

事務の
代替執行

○設置件数：116件
○主な事務：後期高齢者医療51件（44.0％）、介護
　区分認定審査45件（38.8％）、障害区分認定審査
  32件（27.6％）

○設置件数：1,493件
○主な事務：ごみ処理406件（27.2％）、し尿処理
  337件（22.6％）、救急271件（18.2％）、消防270件
　（18.1％）

地方公共団体が、その事務の一部を共同して処理
するために設ける特別地方公共団体。

地方公共団体が、広域にわたり処理することが適
当であると認められる事務を処理するために設け
る特別地方公共団体。国又は都道府県から直接に
権限や事務の委譲を受けることができる。

地方公共団体が、連携して事務を処理するに当た
っての基本的な方針及び役割分担を定めるための
制度。

○締結件数：175件
○連携中枢都市圏の形成に係る連携協約：128件
　（73.1％）、その他：47件（26.9％）

○設置件数：444件
○主な事務：介護区分認定審査129件（29.1％）、公
　平委員会117件（26.4％）、障害区分認定審査106
　件（23.9％）

地方公共団体の委員会又は委員、行政機関、長の
内部組織等を複数の地方公共団体が共同で設置す
る制度。

○委託件数：6,443件
○主な事務：住民票の写し等の交付1,417件（22.0
　％）、公平委員会1,141件（17.7％）、競艇854件
　（13.3％）

地方公共団体の事務の一部の管理・執行を他の地
方公共団体に委ねる制度。

○代替執行件数：2件
○上水道に関する事務：１件、公害防止に関する
　事務：１件

地方公共団体の事務の一部の管理・執行を当該地
方公共団体の名において他の地方公共団体に行わ
せる制度。

○設置件数：202件
○主な事務：消防41件（20.3％）、広域行政計画等
  28件（13.9％）、救急23件（11.4％）

地方公共団体が、共同して管理執行、連絡調整、
計画作成を行うための制度。

広域連合

(注１)　法人の設立については、特別地方公共団体の新設に係るものであり、総務大臣又は都
　　　道府県知事の許可を要するものとされている。
(注２)　地方開発事業団、役場事務組合及び全部事務組合については、地方自治法の一部を改
　　　正する法律（平成23年法律第35号）により廃止。なお、同改正法の施行時（平成23年８
　　　月１日）に現に設けられている地方開発事業団（青森県新産業都市建設事業団）につい
　　　ては、なお従前の例によることとされている。
(注３)　協議会、機関等の共同設置、一部事務組合、広域連合の事務件数については、複数の
　　　事務を行っている場合は事務ごとに件数を計上しているため設置件数と一致しない場合
　　　がある。
出典：総務省「広域連携の仕組みと運用について」
　　　http://www.soumu.go.jp/main_content/000196080.pdf
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る
。
す
な
わ
ち
、
連
携
協
約
が
事
務
の
共
同
処
理
を

そ
の
ま
ま
規
定
す
る
も
の
で
は
な
い
点
に
留
意
す
る

必
要
が
あ
る
。

実
際
の
活
用
イ
メ
ー
ジ
は
、
連
携
中
枢
都
市
圏
の

形
成
を
は
じ
め
と
し
て
広
域
連
携
の
方
針
設
定
・
役

割
分
担
の
明
確
化
な
ど
に
活
用
可
能
で
あ
る
。
た
だ

し
、
具
体
的
な
事
務
の
共
同
処
理
を
実
施
す
る
場
合

に
は
改
め
て
規
約
の
締
結
が
必
要
と
な
る
。
活
用
実

績
の
あ
る
主
な
事
務
は
、
連
携
中
枢
都
市
圏
の
形
成

や
消
費
生
活
相
談
、
職
員
研
修
が
あ
る
。

②

協
議
会

協
議
会
は
自
治
体
の
協
議
に
よ
り
定
め
ら
れ
る
規

約
で
設
置
さ
れ
る
組
織
で
あ
る
。
メ
リ
ッ
ト
は
自
治

体
の
自
主
性
を
保
ち
な
が
ら
共
通
事
務
対
応
が
可
能

な
点
に
あ
る
。
デ
メ
リ
ッ
ト
は
、
法
人
格
が
な
く
協

議
会
固
有
の
財
産
ま
た
は
職
員
を
持
た
な
い
仕
組
み

で
あ
り
、
不
法
行
為
は
各
自
治
体
の
連
帯
責
任
と
な

る
た
め
、
責
任
の
帰
属
が
問
わ
れ
る
分
野
の
活
用
が

困
難
な
点
に
あ
る
。

図表２ 広域連携手法のメリット・デメリットと活用イメージ

広域連携手法 メリット・デメリット

特
別
地
方
公
共
団
体
を
設
置
し
な
い
連
携
手
法

① 連携協約
○：基本的な連携方針・役割分担を弾力的に定めることが可能
×：事務の共同処理を行う場合は各処理制度の規定に基づき規約締結が

必要

② 協議会
○：自治体の自主性を保ちながら共通事務対応が可能
×：不法行為は各自治体の連帯責任のため責任の帰属が問われる分野は

困難

③ 機関等の
共同設置

○：管理執行の効果は各自治体に帰属し共同の事務執行により効率化
×：各自治体の機関等とみなされるため、各議会に対応する必要があり

手続煩雑

④ 事務の
委託

○：完全委託が可能であれば極めて効率的な事務処理が可能
×：権限・責任が完全に受託自治体に移行し、委託自治体は権限行使が
不可能に

⑤ 事務の
代替執行

○：事務の委託とは異なり権限・責任は移行せず、効率的な事務処理が
可能

×：権限・責任が移行しないため調整コストが発生し、事務の委託より
効率性はやや劣る

特
別
地
方
公
共
団
体

⑥ 一部事務
組合

○：法人格を持つため財産保有が可能、議会や管理者、監査委員等の固
有の執行機関を持ち責任の所在が明確で安定的な組織運営が可能

×：構成自治体増により意見調整に時間を要し迅速な意思決定が困難、
かつ当該事務は構成自治体の議会等の審議対象外でガバナンス確保
が困難

⑦ 広域連合

○：法人格を持つため財産保有が可能、議会や管理者、監査委員等の固
有の執行機関を持ち責任の所在が明確で安定的な組織運営が可能、
国・都道府県から直接権限移譲可能、直接請求で連合・構成団体に
規約変更の要請可能

×：構成自治体増により意見調整に時間を要し迅速な意思決定が困難、
直接請求はあるものの当該事務は構成自治体の議会等の審議対象外
でガバナンス確保が困難、直接・間接問わず選挙が必要で一部事務
組合より業務が煩雑

出典：総務省各種資料等を参考に筆者作成
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実
際
の
活
用
イ
メ
ー
ジ
は
、
緩
や
か
な
連
携
で
あ
る
特
徴
を
生

か
し
、
一
部
事
務
組
合
事
務
で
実
施
し
て
い
る
消
防
事
務
の
う
ち

指
令
業
務
を
さ
ら
に
束
ね
連
携
事
務
と
す
る
場
合
や
計
画
策
定
と

情
報
連
携
の
場
づ
く
り
な
ど
に
活
用
可
能
で
あ
る
。
活
用
実
績
の

あ
る
主
な
事
務
と
し
て
は
、
広
域
行
政
計
画
の
策
定
や
消
防
、
教

育
が
あ
る
。

③

機
関
等
の
共
同
設
置

機
関
等
の
共
同
設
置
は
、
自
治
体
の
委
員
会
や
委
員
、
行
政
機

関
、
長
の
内
部
組
織
を
自
治
体
の
協
議
に
よ
り
定
め
ら
れ
る
規
約

で
共
同
し
て
設
置
す
る
も
の
で
あ
る
。
メ
リ
ッ
ト
は
共
同
設
置
し

た
機
関
等
の
管
理
・
執
行
効
果
は
各
自
治
体
に
帰
属
し
共
同
の
事

務
執
行
に
よ
り
効
率
化
が
可
能
な
点
に
あ
る
。
デ
メ
リ
ッ
ト
は
各

自
治
体
の
機
関
等
と
み
な
さ
れ
る
た
め
、
各
議
会
に
対
応
す
る
必

要
が
あ
り
手
続
等
が
煩
雑
に
な
る
点
で
あ
る
（
各
議
会
の
ガ
バ
ナ

ン
ス
確
保
の
面
か
ら
は
一
定
の
効
果
と
も
想
定
さ
れ
る
）。

実
際
の
活
用
イ
メ
ー
ジ
は
、
比
較
的
独
立
性
が
高
く
、
介
護
保

険
・
障
害
区
分
認
定
審
査
や
公
平
委
員
会
、
監
査
事
務
、
建
築
確

認
事
務
な
ど
高
い
専
門
性
を
必
要
と
す
る
事
務
の
共
同
化
（
区
市

町
村
同
士
の
水
平
連
携
）
に
活
用
可
能
で
あ
る
。
特
に
人
材
確
保

が
困
難
と
な
る
専
門
性
人
材
の
共
同
化
に
は
有
用
な
仕
組
み
と
い

え
る
。
活
用
実
績
の
あ
る
主
な
事
務
と
し
て
は
、
介
護
保
険
認
定

審
査
や
公
平
委
員
会
、
障
害
区
分
認
定
審
査
が
あ
る
。

④

事
務
の
委
託

事
務
の
委
託
は
、
自
治
体
の
事
務
の
一
部
の
管
理
執
行
を
、
他

の
自
治
体
に
委
ね
る
制
度
で
あ
る
。
メ
リ
ッ
ト
は
事
務
を
完
全
に

委
託
可
能
で
あ
れ
ば
、
極
め
て
効
率
的
な
事
務
執
行
が
可
能
な
点

に
あ
る
。
デ
メ
リ
ッ
ト
は
権
限
・
責
任
が
完
全
に
受
託
自
治
体
に

移
行
す
る
た
め
、
受
託
自
治
体
の
責
任
負
担
が
極
め
て
大
き
く
な

る
点
や
委
託
自
治
体
は
権
限
行
使
が
不
可
能
と
な
る
点
に
あ
る
。

実
際
の
活
用
イ
メ
ー
ジ
は
、
実
施
方
法
も
含
め
て
完
全
に
受
託

自
治
体
に
任
せ
る
こ
と
が
可
能
で
あ
れ
ば
ほ
ぼ
全
て
の
分
野
で
活

用
可
能
で
あ
る
。
た
だ
し
、
受
託
自
治
体
の
責
任
負
担
が
極
め
て

大
き
く
な
り
、
受
託
自
治
体
側
の
リ
ス
ク
は
大
き
く
な
る
た
め
懸

念
が
示
さ
れ
て
い
る
部
分
も
あ
る
。
特
に
都
道
府
県
と
区
市
町
村

な
ど
の
垂
直
的
連
携
時
に
は
有
用
な
手
法
の
ひ
と
つ
で
あ
る
。
活

用
実
績
の
あ
る
主
な
事
務
と
し
て
は
、
公
平
委
員
会
や
住
民
票
の

交
付
、
競
艇
が
あ
る
。
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⑤

事
務
の
代
替
執
行

事
務
の
代
替
執
行
は
、
自
治
体
事
務
の
一
部
の
管
理
執
行
を
、

当
該
自
治
体
の
名
に
お
い
て
他
の
自
治
体
に
行
わ
せ
る
制
度
で
あ

る
。
メ
リ
ッ
ト
は
事
務
の
委
託
と
異
な
り
権
限
・
責
任
は
移
行
し

な
い
中
で
事
務
の
委
託
と
類
似
の
効
率
的
な
事
務
執
行
が
可
能
な

点
に
あ
る
。
デ
メ
リ
ッ
ト
は
権
限
責
任
が
移
行
し
な
い
た
め
一
定

の
協
議
等
を
含
め
た
調
整
コ
ス
ト
が
発
生
し
、
事
務
の
委
託
よ
り

は
効
率
性
が
や
や
劣
る
点
に
あ
る
。

実
際
の
活
用
イ
メ
ー
ジ
は
、
ま
だ
制
度
が
新
し
く
活
用
は
限
定

的
で
あ
る
が
、
事
務
の
委
託
の
受
託
自
治
体
の
責
任
負
担
が
極
め

て
大
き
く
な
る
点
や
委
託
自
治
体
は
権
限
行
使
が
不
可
能
と
な
る

点
な
ど
の
課
題
を
乗
り
越
え
る
た
め
の
仕
組
み
と
し
て
位
置
づ
け

ら
れ
て
い
る
。
こ
の
た
め
、
事
務
の
委
託
と
同
様
、
特
に
都
道
府

県
と
区
市
町
村
な
ど
の
垂
直
的
連
携
時
に
は
有
用
な
手
法
の
ひ
と

つ
で
あ
る
。
活
用
実
績
の
あ
る
主
な
事
務
と
し
て
は
、
上
下
水
道

や
公
害
防
止
が
あ
る
。

（
２
）
特
別
地
方
公
共
団
体

⑥

一
部
事
務
組
合

一
部
事
務
組
合
は
、
そ
の
事
務
の
一
部
を
共
同
し
て
処
理
す
る

た
め
に
設
け
る
特
別
地
方
公
共
団
体
で
あ
る
。
メ
リ
ッ
ト
は
法
人

格
を
持
つ
た
め
財
産
保
有
が
可
能
と
な
る
点
と
議
会
や
管
理
者
、

監
査
委
員
等
の
固
有
の
執
行
機
関
を
持
ち
責
任
の
所
在
が
明
確
で

安
定
的
な
組
織
運
営
が
可
能
な
点
に
あ
る
。
デ
メ
リ
ッ
ト
は
構
成

自
治
体
増
加
に
よ
り
意
見
調
整
に
時
間
を
要
し
迅
速
な
意
思
決
定

が
困
難
と
な
る
点
と
当
該
事
務
は
構
成
自
治
体
の
議
会
等
の
審
議

対
象
外
で
ガ
バ
ナ
ン
ス
確
保
が
困
難
な
点
に
あ
る
（
一
方
、
各
議

会
対
応
は
不
要
と
な
り
一
定
の
効
率
化
効
果
は
想
定
さ
れ
る
）。

実
際
の
活
用
イ
メ
ー
ジ
と
し
て
は
、
過
去
か
ら
の
広
域
連
携
事

務
で
ご
み
処
理
・
し
尿
処
理
・
火
葬
場
な
ど
の
一
定
規
模
の
財
産

が
必
要
な
事
務
の
場
合
、
一
部
事
務
組
合
が
活
用
さ
れ
て
き
た
。

単
一
事
務
で
あ
れ
ば
、
直
接
・
間
接
を
問
わ
ず
選
挙
が
必
要
な
広

域
連
合
よ
り
も
事
務
が
繁
雑
で
な
い
た
め
、
現
在
も
活
用
可
能
で

あ
る
。
実
績
の
あ
る
主
な
事
務
と
し
て
は
、
ご
み
処
理
や
し
尿
処

理
、
消
防
・
救
急
、
火
葬
場
が
あ
る
。

⑦

広
域
連
合

広
域
連
合
は
、
自
治
体
が
広
域
に
わ
た
り
処
理
す
る
こ
と
が
適

当
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
事
務
を
処
理
す
る
た
め
に
設
置
で
き
る

特
別
地
方
公
共
団
体
で
あ
る
。
基
本
的
な
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
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ト
は
一
部
事
務
組
合
と
共
通
で
あ
る
が
、
広
域
連
合
固
有
の
メ

リ
ッ
ト
と
し
て
、
国
・
都
道
府
県
か
ら
直
接
権
限
委
譲
が
可
能
な

点
と
住
民
か
ら
の
直
接
請
求
で
広
域
連
合
・
構
成
自
治
体
に
規
約

変
更
の
要
請
が
可
能
で
必
要
に
応
じ
て
住
民
意
向
が
反
映
さ
れ
る

点
に
あ
る
。
ま
た
広
域
連
合
固
有
の
デ
メ
リ
ッ
ト
と
し
て
、
直
接

・
間
接
問
わ
ず
選
挙
が
必
要
で
あ
り
、
一
部
事
務
組
合
よ
り
も
業

務
が
煩
雑
と
な
る
点
に
あ
る
。

実
際
の
活
用
イ
メ
ー
ジ
と
し
て
は
、
国
・
都
道
府
県
か
ら
直
接

権
限
委
譲
が
可
能
で
あ
り
、
後
期
高
齢
者
医
療
な
ど
国
の
制
度
の

受
け
皿
と
し
て
整
備
さ
れ
る
例
が
多
い
。
複
数
事
務
な
ど
大
き
な

広
が
り
の
あ
る
連
携
の
受
け
皿
と
し
て
活
用
可
能
で
あ
る
。
逆
に

い
え
ば
、
事
務
の
広
が
り
が
な
け
れ
ば
業
務
は
煩
雑
化
す
る
お
そ

れ
も
あ
り
、
一
部
事
務
組
合
で
十
分
と
い
え
る
。
広
域
連
合
が
活

用
実
績
の
あ
る
主
な
事
務
と
し
て
は
、
後
期
高
齢
者
医
療
や
介
護

保
険
、
障
害
者
福
祉
が
あ
る
。

お
わ
り
に

以
上
の
よ
う
に
試
行
的
に
広
域
連
携
手
法
の
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ

リ
ッ
ト
・
活
用
イ
メ
ー
ジ
を
整
理
し
た
。
広
域
連
携
の
実
現
に
は
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自
治
体
間
の
調
整
コ
ス
ト
と
い
う
乗
り
越
え
る
べ
き
課
題
が
あ
る

が
、
そ
の
コ
ス
ト
を
負
担
す
る
の
は
個
々
の
自
治
体
職
員
と
な
り

広
域
連
携
の
活
用
が
進
ん
で
い
な
い
側
面
が
あ
る
。

調
整
コ
ス
ト
を
減
少
さ
せ
る
た
め
に
は
、
広
域
自
治
体
等
か
ら

の
人
材
派
遣
を
活
用
す
る
こ
と
や
総
務
省
が
委
託
す
る
「
新
た
な

広
域
連
携
促
進
事
業
」
の
中
で
調
整
プ
ロ
セ
ス
を
可
視
化
す
る
こ

と
、
論
点
整
理
モ
デ
ル
を
分
野
別
に
形
成
す
る
こ
と
な
ど
が
望
ま

れ
る
。
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西日本豪雨（平成３０年７月豪雨）の
被災地・被災者の皆さまに
心よりお見舞い申し上げます。
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り、被災された皆さま及び昼夜を問わ
ず業務を遂行されている自治体職員の
皆さまに心よりお見舞い申し上げます。
被災地の１日も早い復旧・復興を祈

念しております。
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